
事務・事業
（推薦等の制度）

根拠法令・条項 廃止時期

外国人の研修の推薦

出入国管理及び難民認定法第7条第1
項第2号の基準を定める省令の研修の
在留資格に係る基準の第5号の特例を
定める件第9号の2

(財) 国際研修協力機構 平成15年度

外国人の研修の推薦

出入国管理及び難民認定法第7条第1
項第2号の基準を定める省令の研修の
在留資格に係る基準の第6号の特例を
定める件第9号の4

(財) 国際研修協力機構 平成15年度

事務・事業
（推薦等の制度）

根拠法令・条項 廃止時期

(社) 日本速記協会

(財) 実務技能検定協会

(財) 日本編物検定協会

(財) 日本英語検定協会

(財) 日本書写技能検定協会

(財) フランス語教育振興協会

(財) 日本スペイン協会

平成17年度

【法務省】

関係公益法人の名称

【文部科学省】

文部科学省認定技能審査制度
青少年及び成人の学習活動に係る知
識・技能審査事業の認定に関する規則
第1条

関係公益法人の名称

（別表４）



事務・事業
（推薦等の制度）

根拠法令・条項 廃止時期

(財) 日本漢字能力検定協会

(社) 日本工業英語協会

(財) 画像情報教育振興協会

(財) 専修学校教育振興会

(社) 全国服飾教育者連合会

(社) 全国経理学校協会

(財) 全国高等学校家庭科教育振興会

(社) 全日本アーチェリー連盟

(社) 日本ウエイトリフティング協会

(社) 日本エアロビック連盟

(社) 日本カーリング協会

(社) 日本カヌー連盟

(財) 全日本空手道連盟

(財) 全日本弓道連盟

(財) 日本ゲートボール連合

スポーツ指導者の知識・技能審査事業
の文部科学大臣認定制度

スポーツ指導者の知識・技能審査事業
の認定に関する規程第1条

平成17年度

文部科学省認定技能審査制度
青少年及び成人の学習活動に係る知
識・技能審査事業の認定に関する規則
第1条

平成17年度

関係公益法人の名称



事務・事業
（推薦等の制度）

根拠法令・条項 廃止時期

(財) 全日本剣道連盟

(財) 日本プロゴルフ協会

(財) 日本サッカー協会

(社) 日本山岳協会

(財) 日本自転車競技連盟

(社) 全日本銃剣道連盟

(財) 全日本柔道連盟

(財) 日本水泳連盟

(社) 日本スイミングクラブ協会

(財) 全日本スキー連盟

(社) 日本職業スキー教師協会

(財) 日本スケート連盟

(財) 社会スポーツセンター

(財) 日本相撲連盟

(財) 日本ソフトテニス連盟

スポーツ指導者の知識・技能審査事業
の文部科学大臣認定制度

スポーツ指導者の知識・技能審査事業
の認定に関する規程第1条

平成17年度

関係公益法人の名称



事務・事業
（推薦等の制度）

根拠法令・条項 廃止時期

(財) 日本ソフトボール協会

(財) 日本体操協会

(財) 日本卓球協会

(財) 日本テニス協会

(社) 日本プロテニス協会

(財) 全日本なぎなた連盟

(財) 全日本軟式野球連盟

(財) 日本バスケットボール協会

(財) 日本バドミントン協会

(財) 日本バレーボール協会

(財) 日本ハンドボール協会

(社) 日本フェンシング協会

(財) 全日本ボウリング協会

(社) 日本ボート協会

(社) 日本アマチュアボクシング連盟

スポーツ指導者の知識・技能審査事業
の文部科学大臣認定制度

スポーツ指導者の知識・技能審査事業
の認定に関する規程第1条

平成17年度

関係公益法人の名称



事務・事業
（推薦等の制度）

根拠法令・条項 廃止時期

(社) 日本ホッケー協会

(財) 日本セーリング連盟

(社) 日本ライフル射撃協会

(財) 日本ラグビーフットボール協会

(財) 日本陸上競技連盟

(財) 日本レスリング協会

(社) 日本オリエンテーリング協会

(社) 日本キャンプ協会

(財) 日本サイクリング協会

(財) 日本ユース・ホステル協会

(財) 日本体育施設協会

(財) 日本スポーツクラブ協会

(財) 日本健康スポーツ連盟

(財) 日本レクリエーション協会

(財) 日本体育協会

(社) 日本馬術連盟

スポーツ指導者の知識・技能審査事業
の文部科学大臣認定制度

スポーツ指導者の知識・技能審査事業
の認定に関する規程第1条

平成17年度

関係公益法人の名称



事務・事業
（推薦等の制度）

根拠法令・条項 廃止時期

健康運動指導士養成講習会

地域保健法第3条第3項
健康づくりのための運動指導者の知識
及び技能に係る審査及び証明の事業
の認定に関する省令（平成13年3月30
日厚生労働省令第98号）附則第2項

(財) 健康・体力づくり事業財団 平成17年度

健康運動実践指導者養成講習会

地域保健法第3条第3項
健康づくりのための運動指導者の知識
及び技能に係る審査及び証明の事業
の認定に関する省令（平成13年3月30
日厚生労働省令第98号）附則第2項

(財) 健康・体力づくり事業財団 平成17年度

事務・事業
（推薦等の制度）

根拠法令・条項 廃止時期

建築指導科（監視員）研修
建築基準法第9条の2
同法施行令第14条第3号
同法施行規則第4条の18

(財) 全国建設研修センター 平成17年度

(社) 日本建築士事務所協会連合会

(社) 日本建築士会連合会

(財) 日本建築センター

(財) ベターリビング

(財) 建築環境・省エネルギー機構

建築士を対象とする指定講習 建築士法施行規則第17条の20 平成17年度

【厚生労働省】

関係公益法人の名称

関係公益法人の名称

【国土交通省】



(社) 日本基礎建設協会

事務・事業
（推薦等の制度）

根拠法令・条項 廃止時期

(社) 日本計装工業会

(社) 日本建築ﾌﾞﾛｯｸ･ｴｸｽﾃﾘｱ工事業協会

(社) 地すべり対策技術協会

(財) 日本下水道管渠推進技術協会

(財) 日本ダム協会

(社) 全日本屋外広告業団体連合会

(社) 全日本瓦工事業連盟

(財) 道路保全技術センター

建設業の経理知識審査等事業 建設業法施行規則第19条 (財) 建設業振興基金 平成17年度

建設工事の技術・技能審査等事業 建設業法施行規則第17条の2第1項 平成17年度

関係公益法人の名称


